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資料１

民間と市場の力を活かした防災力向上に
関する専門調査会

内閣府防災担当

【検討事項】

① 災害に強いまちづくりに向け、企業等が連携し日常的に活動に
参画することで地域防災力向上が図られる「防災まちづくり」を
推進するための施策の検討

② 日常的な商品やサービスの防災性能に着目し評価することで、
消費者や企業の行動を通じて社会の防災力が高まる仕組みや、企業
の防災への取り組みが社会的に評価される仕組みを作る等、市場の
力を活かして防災力向上を図るための施策の検討

９月１８日 第１回専門調査会開催
↓

「防災まちづくり 「市場・防災社会システム」の分科会を設置し、分科会」
ごとに検討を進めることを決定。

↓

＜来年夏の成果イメージ＞

① の策定「民間と市場の力を活かした防災戦略（仮称 」）
（防災における官民連携の基本指針）

② 、 における企業等の役割の見直し防災基本計画 地域防災計画
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防災まちづくり分科会

防災まちづくりモデル調査事業の実施

先進的な取り組みを行っている地域で、まちづくりに参画している市民、企
業、ＮＰＯ等からなる委員会を設置、地域の課題と対応策を検討（６地区）

＜地区選定の着眼点＞

① 防災のプロやセミプロではない民間における取り組み

防災のために組織化されたものでない、一般の市民、ＮＰＯ、商店街、
企業等が取り組んでいる活動事例に着目する。

② 必ずしも防災から始めた取り組みではないもの

防災を主目的に取り組みを始めたものでないが、その後の活動で防災と
いう問題意識を持ち始めたという活動事例に着目する。

③ アウトリーチへの取り組み

活動を仕掛ける中心組織・人物が、地域における一般の人々をどのよう

に巻き込む（アウトリーチ）のかに着目する。

④ 地域防災力の自己評価

自らが自分たちの住む地域の災害に対する脆弱性をどのように認識し、
行動に移しているかに着目する。

⑤ 活動におけるボランタリー性
自分たちのためにどこまで「楽しんで」活動に参加しているのかに着目

する。

⑥ 取り組みにおけるパートナーシップ

純民間における取り組みの中で、民間同士の様々な主体間で、どのよう
に連携がなされ、保たれているかに着目する。
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１ 早稲田（商店街）

・商店街等の事業者が中心となって、新住民や学生と協働して、住民の命を
守る多様でユニークな取り組みを実践中。

⇒第１回委員会を１１月２６日（水）開催

↓ 早稲田の小学生による防災マップ ↓ 平塚のＰＴＡによる防災まち

づくり 歩き

２ 平塚（住宅地）

、 「 」 、・ 法人 住民代表等を中心に ひらつか防災まちづくりの会 が発足しNPO
。 。ＰＴＡ等と連携して学区単位で活動中 住宅の耐震化促進等が重点テーマ

⇒第１回委員会を１１月３０日（日）開催

↓ 委員会におけるミニ・ワークショップ
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３ 大手町・丸の内・有楽町（業務市街地）

・地区再開発推進協議会に参加する企業が中心となって、活気あるまちづく
りと災害への備えの両立を企図。 流入・帰宅困難者対策や情報システムの
構築を検討。

⇒第１回委員会を１２月２日（火）開催

４ 名古屋（名古屋駅地区）

・東海地震強化地域内の市街地として、名古屋市が呼びかけ、中部経済連合
会及び名古屋駅周辺事業者が連携して防災対策を検討。

⇒第１回委員会を１１月２０日（木）開催

５ 目白（住宅、文教地区）

・駅周辺地区整備推進協議会を発展させ、市民が「目白まちづくり倶楽部」
を発足。環境、防災、防犯などの問題に、ハード、ソフト両面からアプロ
ーチ。

⇒第１回委員会を１２月５日（金）開催予定

目白小学校
避難路は安全だが、
場所が地域危険度が
高い。
また、昼間時避難者
が非常に多い。

真和中学校

避難路が狭隘かつ
地域の危険度が
比較的高い。

長崎小

高南小

行政の地域救援本部が
地域内にない。

地域が全体的に豊島区他地域より

安全かつ、行政区界であるため、

行政の対応が頼めない可能性が高い。

地域全体の課題

防災軸を作る。

避難路・火災遮断
帯・緑の軸

枠組みを越えた協力関係づくり
新宿区・豊島区の行政を越えた協力
町会・避難所を超えた協力

狭隘道路の解消
住宅の建替、強化

↓
面的整備が必要

防災軸を作る。
目白通りを軸とした
避難路、散策路の整備

目白の森の活用
地域のシンボル
また、防災時の火災
延焼阻止帯

若い力との協力づくり
学習院、川村学園、
日本女子大
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６ 多摩田園都市（ニュータウン）

・開発後長期間を経過したニュータウンを対象に、開発企業が中心となり新

たなまちづくり拠点の設置を構築。コミュニティＦＭ局と連携して防災情
報発信ネットワークを構築。

⇒第１回委員会を１１月２７日（木）開催

☆ 各地域ごとに、地域特性を踏まえ、防災上の課題を検証するとともに

それへの対応策を検討する。

☆ 対応策の中で、民間で自主的に対応できるもの、行政と連携して実施

する必要のあるもの等を具体化させる。

分科会における議論のポイント（案）

○ 「防災まちづくり」活動の目指すもの

・地域、民間でなければできないこと
・事前の「減災」と事後の「助け合い （後者はよく語られる）」

・ 防災」は「隠し味」？（メインではないが、なければ困る）「
・行政が実施するハードな「まちづくり 「減災対策」との連携」

○ 「防災まちづくり」の広がり

○ 行政が行う環境整備のあり方


